
　貸   借   対   照   表　
２０１８年３月31日現在

住石マテリアルズ株式会社

単位：百万円

金　　額 金　　額

　　(資  産  の  部) 　　(負  債  の  部)

 流 動 資 産 4,207  流 動 負 債 12

現 金 及 び 預 金 4,171 2

前 払 費 用 1 0

未 収 入 金 28 6

未 収 収 益 0 0

未 収 消 費 税 0 0

繰 延 税 金 資 産 6 2

 固 定 資 産 8,206  固 定 負 債 2,057
  有形固定資産 4,819 1

建 物 51 22
構 築 物 1 520
工 具 器 具 備 品 0 240
土 地 4,767 65

506
700

  無形固定資産 0
そ の 他 0

2,070

　　(純　資　産  の  部)
  投資その他の資産 3,386  株　主　資　本 9,840

投 資 有 価 証 券 3,369 100
長 期 前 払 費 用 0 3,362
そ の 他 454 3,362
貸 倒 引 当 金 △ 438 6,377

25
6,352

繰 越 利 益 剰 余 金 6,352

 評価・換算差額等 503
811

△ 308

10,343

12,413 12,413

未 払 法 人 税 等
未 払 費 用

科            目 科            目

未 払 金

預 り 金
前 受 収 益
債 務 保 証 損 失 引 当 金

資 産 除 去 債 務

繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
長 期 預 り 金

長 期 未 払 金

環 境 対 策 引 当 金
訴 訟 損 失 引 当 金

負  　債　　合　　計

資 本 金
資 本 剰 余 金

純　資　産　合　計

そ の 他 資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

資  　産　　合　　計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

・関連会社株式 移動平均法による原価法

・その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定。）

時価のないもの 移動平均法による原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定額法及び定率法

ただし、1998年４月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

によっております。

（３）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失の発生に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収の可能性を検討して回収

不能見込額を計上しております。

② 債務保証損失引当金 債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失の見

積額を計上しております。

③ 訴訟損失引当金 訴訟に対する損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失を見積もり、必

要額を計上しております。

④ 環境対策引当金 過去に所有していた豪州炭鉱において、採炭地の環境整備費用の支出に備えるた

め、当該費用の当社負担見積額を計上しております。

（４）その他計算書類作成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理の方法 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

② 連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度における発行済株式の種類及び株式数

普通株式 株2,000


